
資料１．内閣人事局への基本要求書

２０２４年１１月２６日

内閣総理大臣

石 破 茂 様

公務員労働組合連絡会

議 長 渡 邉 由 一

（公 印 省 略）

2025年度賃金・労働条件に関わる基本要求について

貴職におかれましては、公務員人事行政にご尽力されていることに敬意を表します。

さて、物価高騰の長期化や２年以上続く実質賃金の前年比マイナスの影響により、

国民生活は依然として圧迫されており、非常に深刻な状況にあります。

こうした状況の中、公務・公共サービスの現場では、大規模自然災害等への対応をはじめ

とする様々な課題に直面しながらも、職員は高い使命感と責任をもって日々奮闘しています。

しかし一方で、職場ではテレワークの推進や働き方改革が進められているにもかかわらず、

長時間労働の蔓延や過度な業務負担など、厳しい勤務環境は依然として改善が見られません。

こうした課題に対応するためには、職員が安心して職務に専念できるよう、十分な要員の確

保や適切な労働条件の整備が不可欠です。

貴職におかれましては、国家公務員全体の使用者としてこうした点を十分に認識さ

れ、下記の基本要求事項の実現に向けて最大限努力されるよう強く申し入れます。

記

１．賃金・労働条件の確保について

公共サービス基本法を踏まえ、以下の通りとすること。

(1) 良質な公務・公共サービスの適正かつ確実な実施に向け、公務員の賃金・労働

条件について国民的な理解を得られるよう環境整備をはかること。

(2) 公務における人材の確保を重視し、職務の責任や仕事の内容に相応しい社会的

に公正な月例給与水準を確保すること。また、物価高騰や２年以上に亘り実質賃金

の前年比マイナスが続いていることを踏まえ、全ての職員の賃金水準を引き上げ、

職員の豊かな生活を保障すること。

(3) 独立行政法人等を含めた公務員給与の改定に必要な財源を確保すること。



２．労働時間、休暇及び休業、人員確保等について

職員ひとりひとりのワーク・ライフ・バランスを実現し、感染症対応を含む大規模

災害にも対応できるサービス提供体制を構築するため、以下を推進すること。

(1) 公務における年間総労働時間1,800時間体制の確立と、ライフステージに応じた

柔軟な休暇・休業制度の改善・拡充などを実現すること。

(2) 昨年公務員連絡会が実施した調査からも、超過勤務手当が「全額支給されてい

ない」と回答した組合員の割合が依然として減少していないことから（2021年→

14.2％、2022年→15.5％、2023年→16.2％）、超過勤務手当の全額支給を徹底する

こと。

(3) 勤務時間管理システムの各府省における導入の状況および運用の実態を公務員

連絡会に対し情報提供するとともに、それを踏まえた実効性ある超勤縮減策を各府

省に求めること。また、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に基づく人事管

理システムについても、適宜進捗状況等を情報提供すること。

(4) テレワークを始めとする「柔軟な働き方」の推進に当たっては、国家公務員の

職場環境や職務内容が極めて多岐に亘っていることを踏まえ、機械的な数値目標や

無理な計画を課すことなく、柔軟に対応すること。

(5) 本年４月より実施されている「11時間を目安とする勤務間インターバルの確保」

について、各職場で適切に実施されるよう、各府省に対して指導を行うこと。

(6) 全職員の仕事と生活の両立が図られるよう、フレックスタイム制、育児休業、

育児短時間勤務、介護休暇、出生サポート休暇等、各種両立支援制度を利活用でき

る職場環境の整備を一層推進すること。

(7) 人事院の調査によると長時間労働の要因として「恒常的な人員不足」が指摘さ

れていることから、大規模自然災害等の緊急事態にも対応できる適切な人員配置を

講じること。また、ワーク・ライフ・バランスの推進のための定員や超過勤務の縮

減のための定員についても継続すること。

３．女性参画の推進及び多様性の確保について

(1) 女性職員の登用について、各役職段階における女性割合がいずれの役職段階に

おいても増加しているものの、「第５次男女共同参画基本計画」（2020年）に定め

る成果目標を下回っていることから、一層の女性の採用・登用と職域拡大をはかる

こと。

(2) 次世代育成支援対策推進法、女性活躍推進法及び「国家公務員の女性活躍とワ

ーク・ライフ・バランス推進のための取組指針」等に基づく各府省の「行動計画」

「取組計画」等の着実な実施に向け支援していくこと。

(3) 昨年６月に公布・施行されたＬＧＢＴ理解増進法を踏まえ、各府省当局と連携

して、職場における性的指向およびジェンダーアイデンティティの多様性に関する



理解の増進に努めること。

４．福利厚生施策等について

(1) 公務員の福利厚生を勤務条件の重要事項と位置付け、職員のニーズ及び民間の

福利厚生の正確な実態把握に基づき、その抜本的な改善・充実をはかること。

(2) 「国家公務員健康増進等基本計画」等に基づき、職員の心身の健康の保持増進

の推進をはかるため、政府全体としての実施体制を確立し、使用者としての責任を

明確にして積極的に対応すること。

(3) 心の健康づくりについては、人事院の調査等によれば、精神疾患による長期病

休者数は大幅に増加し、深刻化していることから、引き続きストレス原因の追究と

管理職員の意識改革に努めることとし、カウンセリングや「試し出勤」など復職支

援施策を着実に実施すること。

(4) 2025年度の予算編成に当たっては、健康診断の充実など、職員の福利厚生施策

の改善に必要な予算を確保すること。

(5) 福利厚生の重要施策であるレクリエーションについて、事業が休止されている

実態を重く受け止め、その理念の再構築と予算確保や事業の復活に努めること。

(6) ハラスメントの防止について、一層有効な対策を着実に推進すること。特にパ

ワー・ハラスメントについては、人事院が実施した苦情相談に関する調査によると、

相談内容の３割以上を占める等増加傾向にあることから、防止対策については、人

事院規則10-16に基づき政府全体で厳格に取り組むこと。

５．人事評価制度について

2022年10月より実施された新たな評価区分のもとでの人事評価制度について、人事

院とも連携し、評価制度の実施状況及び評価結果の活用状況を検証すること。その上

で、課題があれば、必要に応じて指導、改善措置等を講じること。

６．定年の段階的引上げに伴う各種施策について

(1) 高齢職員の増加に伴い、中堅・若手職員の昇格が抑制されることを避けるため、

各府省における実態を踏まえつつ、来年度についても定員管理に関して柔軟な措置

を講じること。

(2) 再任用を希望する職員について、2013年の閣議決定を踏まえ、フルタイムを基

本とし、職員の希望に応じた再任用を実現すること。

７．非常勤職員制度等について

(1) 「期間業務職員の再採用における公募３年要件の見直し」が行われたことを踏

まえ、各府省における適切な制度運用と非常勤職員の雇用安定がはかられるよう周



知徹底すること。

(2) 常勤職員の給与改定が行われた場合の非常勤職員の給与改定については、改定

時期など常勤職員と同様とするよう、引き続き各府省を指導すること。

(3) 非常勤職員の3/4を期間業務職員以外の職員が占めている一方で、その実態が不

明であるため、これらの職員の処遇について調査・把握すること。

(4) 「非常勤職員の適切な任用について（2022年７月27日／人事管理官会議幹事会

における内閣人事局参事官発言要旨）」を踏まえ、各府省における、期間業務職員

及び非常勤職員として採用されている障害者の採用実態を検証するとともに、課題

があれば、必要な改善指導等を行うこと。

(5) 非常勤職員制度の抜本的改善をめざし、公務員連絡会が参加する検討の場を設

置し、政府全体として解決に向けた取組を推進すること。当面、国家公務員の非常

勤職員制度について、法律上明確に位置付け、勤務条件等について、同一労働同一

賃金及び常勤職員との均等待遇の原則に基づいて、関係法令、規則を適用すること。

８．障害者雇用について

本年４月以降、法定雇用率が段階的に引き上げられていくことを踏まえ、各府省

に対し、法定雇用率の達成を遵守するよう働きかけるとともに、障害を持つ職員が無

理なくかつ安定的に働くことができるよう、役割を適切に果たすこと。

９．公務員制度改革について

国家公務員制度改革基本法第12条に基づく自律的労使関係制度の確立について、国

家公務員法等改正法案の附帯決議（2014年３月12日衆議院内閣委員会及び同年４月10

日参議院内閣委員会）や、この間のＩＬＯからの指摘に基づき、公務員連絡会との合

意により実現すること。

10．その他

国が民間事業者等に業務委託や入札等により事務事業の実施を委ねる場合において

は、公正労働基準の遵守を必要条件とすること。

以上


